
ＪＦＥ条鋼株式会社

           　　 ２０２５年３月３１日現在

科　　　　目 金　　　　額 科　　　　目 金　　　　額

流 動 資 産 51,757 流 動 負 債 31,483
現 金 及 び 預 金 2 買 掛 金 20,211
預 け 金 11,720 リ ー ス 債 務 6
売 掛 金 12,413 未 払 金 1,528
製 品 8,448 グループ通算親会社未払金 120
半 製 品 6,272 未 払 費 用 3,935
仕 掛 品 39 未 払 法 人 税 等 515
原 材 料 3,934 未 払 消 費 税 494
貯 蔵 品 8,419 前 受 金 52
前 払 費 用 107 預 り 金 4,555
未 収 入 金 169 役 員 賞 与 引 当 金 62
そ の 他 229 固 定 負 債 4,986

固 定 資 産 90,847 リ ー ス 債 務 10
有形固定資産 87,121 退 職 給 付 引 当 金 3,853

建 物 10,390 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 104
構 築 物 2,396 PCB 処 理 引 当 金 172
機 械 及 び 装 置 19,736 敷 金 等 預 り 金 7
車 両 運 搬 具 48 再評価に係る繰延税金負債 838
工 具 器 具 備 品 2,512     負 債 合 計 36,469
土 地 49,198
リ ー ス 資 産 17 株主資本 105,482
建 設 仮 勘 定 2,820 資       本       金 30,000

無形固定資産 977 資　本　剰　余　金 37,231
ソ フ ト ウ エ ア 953 資　本　準　備　金 24,827
電 話 加 入 権 23 その他資本剰余金 12,403

投資その他の資産 2,748 利　益　剰　余　金 38,251
投 資 有 価 証 券 37 その他利益剰余金 38,251

関 係 会 社 株 式 442 別 途 積 立 金 16,727
出 資 金 35 繰 越 利 益 剰 余 金 21,524
長 期 前 払 費 用 29 評価・換算差額等 652
繰 延 税 金 資 産 2,047 その他有価証券評価差額金 0

そ の 他 156 土地再評価差額金 651
    純 資 産 合 計 106,134

   資 産 合 計 142,604   負債及び純資産合計 142,604

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

純　資　産　の　部

　 貸　 借　 対　 照　 表

（単位：　百万円）

資　産　の　部 負　債　の　部
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ＪＦＥ条鋼株式会社

2024年 4月 1日から

2025年 3月31日まで

　　　　　　科    　　          目        　　 金        　　         額

       125,369

        110,091

15,277

        7,679

7,598

   

        87

199

        34 321

        13

32

        302

241 589

 7,330

364

172 536

6,794

1,724

18 1,706

5,087

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

損 　 益 　 計　  算　  書 

（単位：　百万円）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

そ の 他 の 費 用

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

受 取 賃 貸 料

そ の 他 の 収 益

営 業 外 費 用

支 払 利 息

固 定 資 産 廃 却 損

為 替 差 損

経 常 利 益

特 別 損 失

災 害 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額 （ 益 ）

当 期 純 利 益

そ の 他 の 損 失
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準および評価方法

有価証券 （関係会社株式）
移動平均法による原価法を採っております。

（その他有価証券）
市場価格のない株式等以外については、決算日の市場価格に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等は移動平均法による原価法を採っております。

棚卸資産 （製品、半製品、仕掛品、原材料、貯蔵品）
主として移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの
方法により算定）を採っております。

（２）固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定額法を採っております。

無形固定資産 定額法を採っております。
なお、ソフトウエアについては、社内における利用可能期間（５年）を
基準とした定額法を採っております。

リース資産 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産は、リース期間
を耐用年数とした定額法を採っております。

（３）引当金の計上基準

貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率に
よる計算額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回収可能性
を検討し、回収不能見込額を計上しております。

役員賞与引当金 役員に対する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上する
こととしております。

退職給付引当金 当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末に
おいて発生していると認められる額を計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基づく期末要支給額を
計上しております。

ＰＣＢ処理引当金 ＰＣＢ（ポリ塩化ビフェニル）の廃棄処理に備えるため、当事業年度末
における処理費用見込額を計上しております。

（４）収益及び費用の計上基準

（５）法人税申告の方法 グループ通算制度を適用しております。

ステップ５：履行義務を充足した時に（または充足するにつれて）収益を認識する

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年3月31日）第3項に記載されている項目を除
き、以下の5ステップアプローチに基づき、顧客への財やサービスの移転との交換により、その権利を得ると見
込む対価を反映した金額で収益を認識しております。

ステップ１：顧客との契約を識別する

ステップ２：契約における履行義務を識別する

ステップ３：取引価格を算定する

ステップ４：契約における履行義務に取引価格を配分する

　鉄鋼製品の製造、販売を主な事業とし、鉄鋼製品等の販売については、主として製品を出荷した時点で顧客
に製品の所有に伴う重大なリスクおよび経済価値が移転し、支払を受ける権利が確定するため、その時点で収
益を認識しております。取引の対価は、履行義務を充足してから主として1年以内に受領しており、重大な金融
要素は含んでおりません。
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２．貸借対照表に関する注記

（１）有形固定資産の減価償却累計額 187,077 百万円

（２）関係会社に対する金銭債権または債務

短期金銭債権の額 11,881 百万円

短期金銭債務の額 2,486 百万円

（３）土地の再評価

再評価を行った年月日 2001年3月31日
再評価前の土地帳簿価額 百万円
再評価後の土地帳簿価額 百万円

　なお、当該事業用土地の2025年3月31日における時価の合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を、
2,696百万円下回っております。

３．税効果会計に関する注記

　繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

①繰延税金資産 （発生理由） （繰延税金資産計上額）

退職給付引当金 1,247 百万円
減損損失 2,199 百万円
未払賞与 338 百万円
その他 345 百万円

小計 4,131 百万円
上記の内、評価性引当額 2,083 百万円

繰延税金資産　合計 2,047 百万円

②繰延税金負債 （発生理由） （繰延税金負債計上額）

固定資産圧縮積立金 0 百万円
その他 0 百万円

繰延税金負債　合計 0 百万円

繰延税金資産の純額 2,047 百万円

土地再評価に係る繰延税金負債 838 百万円

４．１株当たり情報に関する注記

（１）１株当たり純資産額

（２）１株当たり当期純利益

　「土地の再評価に関する法律」（1998年3月31日公布法律第34号）および「土地の再評価に関する法律の
一部を改正する法律」（2001年3月31日公布法律第19号）に基づき事業用の土地について再評価を行ってお
ります。再評価の方法は、「土地の再評価に関する法律施行令」（1998年3月31日公布政令第119号）第2条
第4号に基づいており、再評価差額金のうち税効果相当額を固定負債の部に「再評価に係る繰延税金負債」
として、その他の金額を純資産の部に「土地再評価差額金」として計上しております。

5,017
6,507

35,378,189 円 10 銭

1,695,937 円 55 銭
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